
新型コロナウィルス感染症対策に関する市民連合の要望 
 

 新型コロナウィルス感染症については、昨年 12 月以降国際的な広がりを見せて

おり、国内でも全国に感染が拡大して、深刻な事態となっています。しかし政府は、

検査体制の不備等から、感染者拡大の実態を把握できておらず、さらには、医療体

制の確立が急務であるにもかかわらず、医療インフラの整備等も遅れており、国民

の不安はいまだ解消されていません。情報の公開・共有に基づいた治療、感染防止

策をとることが必要です。 

 また、政府による感染防止対策は、唐突な小学校・中学校・高校の休校等、準備

不足の施策が打ち出されるたびに、家庭や学校現場、企業等で混乱と戸惑いを引き

起こし、経済的損失が広がっています。結果として、あらゆる分野が停滞する中で、

子どもを育てている親たちの、働くことを支える土台が脆弱であったことが明らか

になりつつあります。また、非正規切り、派遣切り等のリストラが進行しており、

フリーランスの「失業」状況も深刻化しています。働く親たちを支える社会的イン

フラの強化を含め、雇用の維持と休業補償等に政府が万全の対応をとることが必要

です。 

 以上を踏まえ市民連合は、立憲野党が結束して、下記の政策を進めるように要望

します。 

記 

１.感染拡大防止について 

(1) ＰＣＲ検査については真に必要な対象者に適切に実施される体制整備を充実さ

せるとともに、ＰＣＲ検査に必要な検査試薬について、国が責任をもって供給す

ること。また、簡易検査キット、ワクチン等の開発を急ぐこと。 

(2) 新型コロナウィルスの蔓延を防ぐために、感染者に対して、症状の軽重に応じ

て、入院治療等適切な治療が行えるよう医療提供体制の整備を行うこと。 

(3) 医療従事者の安全な診療を確保するために必要となる医薬品、医療機器、防護

具(マスク、手袋、防護服等)、消毒剤等の医療資材を早急に確保、提供すること。 

(4) 新型コロナウィルス感染症に対する正しい知識・情報を広く周知し、社会的偏

見や不安の解消に努めること。 

(5)現下の深刻な社会・経済情勢をふまえ、あらゆる事態を想定して、感染拡大を防

止し、医療崩壊を防ぐ手立てを講ずること。 

 

２.医療提供体制等の充実について 

(1) 今回の経験を踏まえ、公的医療機関を整理・統廃合するというこれまでの方針

を転換し、地域における公的医療拠点を確保すること。このため、公的医療機関

の医療従事者の処遇改善や、正規職員の増員等、必要な対応をとること。当面は、

医療崩壊を防ぐため、地域において患者を受け入れる医療機関に対する専門医や



看護師等の応援体制を強化すること。 

(2) 地域の公衆衛生の拠点となる保健所機能を充実・強化すること。当面は、感染

管理の専門家等の応援体制を強化すること。 

(3) 国の感染症対策の中核を担う政府機関、会議において、高い知見と見識を持っ

た専門家を集め科学的観点を踏まえて、政策立案を進めること。また、根拠とな

るデータ、議論経過などについては、十分な情報公開を行うとともに公文書保存

を徹底させること。 

 

３.社会保障・雇用に関する対策について 

(1)働く親を支えるために、休校による保護者の収入減が全額補償されるような措

置を行うこと。また、保育所・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）学

童保育について、需要に合わせて充実を図るとともに、保育・学童保育に従事す

る職員の処遇を改善すること。 

(2) 新型コロナウィルス感染症による小学校休業等対応助成金について、助成対象

者の範囲、助成金の上限等を見直し非正規雇用労働者および個人事業者を含むす

べての労働者の雇用（職場）と所得が維持されるよう改善すること。 

(3) 非正規、自営・フリーランスなどの形態で働いている人々に対して、最大限の

所得補償を行うこと。このため、フリーランスについての休業補償の上限を引き

上げ、最低でも雇用調整助成金並みに引き上げること。契約事業主に対して安易

な派遣・委託切りなどを行わないよう指導を強めるとともに、休業補償となる特

別助成措置を実施すること。 

(4) 企業に対して、小学校休業等対応助成金および雇用調整助成金制度の積極的な

活用とともに、労働者への休業手当の支払いを行うよう周知指導すること。また、

資金力のある企業が、新型コロナウィルスを口実に雇用削減や契約打ち切り、下

請け企業への負担押し付けをすることがないよう指導すること。 

 

４.緊急経済対策について 

(1) 感染症拡大防止対策、雇用対策、景気対策等を中心として、抜本的な予算措置、

税制措置を含めた経済対策を早急に実行すること。特に中小企業、自営業者等に

対して租税・社会保険料の納付猶予を柔軟に認めること。また、低所得者、高齢

者等社会的弱者の生活を保障するものとすること。 

(2) 需要激減で苦しむ様々な業界に対して、それぞれの実情に応じて、補助金、無

利子融資、などの支援策を講じること。 

＊小学校・中学校・高校の休校にともなう課題の詳細は、別紙「安保関連法に反対するママの

会」の要望書をご参照ください。 
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